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地方公共団体が設置する公の施設の管理については、平成 15 年 6 月に地方自治法の

一部改正（同年 9月施行）により、効果的・効率的な管理運営による住民サービスの向

上と経費の節減を図ることを目的に「指定管理者制度」が創設されたところです。

津山市では、公の施設である「津山文化センター」（以下、「センター」という。）の

管理業務についても、設置目的をより効果的に達成するため、指定管理者制度を導入す

ることとし、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2第 3項、津山文化セン

ター条例（昭和 40 年津山市条例第 41号）及び津山市公の施設に係る指定管理者の指定

手続等に関する条例（平成 17 年津山市条例第 100 号）第 2条の規定に基づき、津山文

化センターの指定管理者を募集します。

１ 対象施設の概要

(1) 施設の名称

津山文化センター

(2) 所在地

津山市山下６８番地

(3) 施設の設置目的、役割等

市民の文化向上と福祉の増進を図るための文化会館

(4) 開館日

昭和４０年１２月 開館

(5) 敷地面積

11,367.68 ㎡

(6) 建築面積

2,926.99 ㎡（予定）

(7) 延床面積

4,816.02 ㎡（予定）

(8) 施設概要

構造 鉄筋コンクリート造、一部鉄筋コンクリート及び鉄骨造

階層規模 地下１階地上３階 別棟１階

大ホール・主要室（予定）

大ホール（1,009 席 固定席）、大会議室、中会議室、第１号会議

室、第２号会議室、第３号会議室、第４号会議室、第５号会議室、

第１和室、第２和室、多目的ホール、市民サロン、トイレ、事務

室、エレベーター、テラス、アートライブラリー、レッスン室、

ホワイエ

駐車場 92 台（予定）

２ 津山文化センターの管理運営に関する基本的な考え方

指定管理者は、センターが市民の芸術活動など創造的活動とその発表、並びに優

秀な芸術作品の鑑賞の機会を提供することを通じて、市民の芸術文化活動の振興に

資すること、及び、当該施設の使用を通じて市民の社会参加を促し、市民の福祉の

増進が図られることを主な目的として設置された施設であることを理解し、以下の
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各号に掲げる点に留意して管理運営を行なうこと。

(1) センターが常に市民をはじめとした使用者が使用しやすい施設であるよう、施設

や設備の状況、使用者への対応などに常に注意を払い、サービスの向上に努める

こと。

(2) 事故や犯罪の防止、情報の保護など、あらゆる面で使用者の安全性が確保できる

よう務めること。

(3) 指定管理者は、頭書の目的達成のため、市民の創造的活動やその発表を援助する

事業、優秀な芸術作品の鑑賞の機会を提供するための事業などを企画・立案し、

実施すること。

(4) 効果的かつ効率的な管理運営に努め、頭書の目的が達成されるよう取り計らうと

ともに、経費の削減にも努めること。

３ 指定管理者が行う管理業務の基準

別紙「仕様書」のとおり

４ 指定管理者が行う業務等

(1) センターの施設又は設備の利用の許可に関する業務

(2) センターの維持管理に関する業務

(3) センターの利用に関する料金の徴収に関する業務

(4) センターの設置目的を発揮するための事業に関する業務

(5) センターの利用者の利便性を向上させるために必要な業務

(6) 前項各号に掲げるもののほか、センターの運営に関する事務のうち、市長のみが

行うことができる権限に関する事務を除く業務

(7) その他別紙「仕様書」に定めるとおり

※ 包括的再委託の禁止

指定管理者が行う管理業務全般を一括して、他のものに再委託することはでき

ませんが、一部の業務については、市との協議の上、専門の事業者に委託する

ことができます。

５ 指定の期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までの５年間。

ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すこと

があります。

６ 指定管理期間中の耐震補強及び大規模改修に伴う休館

津山文化センターは、耐震補強及び大規模改修工事（以下「改修工事」という。）

を実施することに伴い２年間休館し、指定管理に係る間は津山勤労者総合福祉セン

ター内視聴覚室が仮事務所となります。
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休館予定期間：平成３０年４月１日（日）～平成３２年３月３１日（火）

７ 管理に要する経費

津山文化センターの管理に要する経費は、利用料金及び自主事業の収入、並びに

市が支払う指定管理料によって賄うこととします。

このうち、指定期間中に市が支払う指定管理料の額は、次に定める基準価格の範

囲内で、応募団体から提案を求めます。

なお、市からの指定管理料の支払方法については、市と指定管理者が協議し、双

方で締結する協定書で定めます。

基準価格 ７４，２００千円（消費税及び地方消費税を含む）

（平成３１年度： ４，０００千円）

（平成３２年度：１７，５５０千円）

（平成３３年度：１７，５５０千円）

（平成３４年度：１７，５５０千円）

（平成３５年度：１７，５５０千円）

※１ 基準価格を超える提案があった場合には失格となりますので、ご注意くださ

い。

※２ 管理に要する費用が管理料等の総収入を上回った場合も、市が特別な事情が

あると認めない限り、補填は行いませんのでご留意願います。

※３ 条例で定める利用料金について、改修工事の実施により、利用料金改正を市

議会（平成３１年９月議会）に諮る予定です。議決を得られた場合、改正後

の利用料金について、市ホームページ等により情報を提供します。

※４ 平成３１年度は改修工事を実施しているため、施設の利用料金収入はありま

せん。利用料金収入の算定に当たっては、注意してください。

８ 保険への加入

施設等に対する保険については、市が「建物総合損害共済」（全国市有物件災害

共済会）及び「市民総合賠償保障保険」（全国市長会）に加入しています。

その他施設管理運営上必要な保険については、指定管理者が加入してください。

９ 参加資格

次に該当する法人その他の団体に参加資格があります。ただし、本施設は、非公

募とします。非公募にする理由、参加資格を与える相手方の名称は、別紙のとおり

です。

(1) 団体又はその代表者が、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得

ない者でないこと。

(2) 代表者、役員又はその使用人が、刑法第９６条の３又は第１９８条に違反する容

疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された
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日から２年を経過しない者でないこと。

(3) 団体又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条

又は第８条第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された

日から２年を経過しない者でないこと。

(4) 団体又はその代表者が、指定管理者として行う業務に関連する法規に違反すると

して関係機関から認定された日から２年を経過しない者でないこと。

(5) 団体又はその代表者が、所得税又は法人税、消費税及び市税等を滞納している者、

正当な理由なくこれらの税に係る申告を行っていない者又は正当な理由なく個

人住民税の特別徴収を行っていない者でないこと。

(6) 次に掲げる団体でないこと。

・暴力団（津山市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。）

・代表者又は役員が暴力団員等（津山市暴力団排除条例第２条第３号に規定する

暴力団員等をいう。）である団体

・暴力団又は暴力団員等が、経営に実質的に関与している団体。

・暴力団員（津山市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）

であることを知りながら、その者を雇用・使用している団体。

・代表者又は役員が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有して

いる団体。

※複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、次の事項について留意し

てください。

① 代表団体を選出し、市とのやり取りについては代表団体が行うこと。

② 申請書の記名押印等については、参加者全員が行うこと。

③ 11 提出書類(4)～(9)については、参加者それぞれについて提出すること。

④ 一申請者一提案

申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、グループの構成員

は他のグループの構成員となり、又は単独で申請することはできません。

また、代表団体は９参加資格(1)～(6)のすべてを満たすことが必要です。

（ただし、市内に事業所を有する者を参加資格要件とした場合、その他の構成

員については市内に事業所を有する必要がありません。）

10 質問の受付

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。

(1) 受付期間 平成３０年８月１日（水）～８月８日（水）

午前８時３０分～午後５時１５分

(2) 受付方法 様式第５号により文書にて、持参されるかＦＡＸ又は電子メールで

12（1）へ提出してください。

電話等口頭では一切受け付けません。

(3) 回 答 受付期間終了後、すみやかに質問者に回答します。

11 提出書類

申請に当たっては、以下の書類を市に提出していただきます。
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なお、市が必要と認める場合は、追加資料を求めることがあります。

(1) 指定申請書・・・・・・・・・・様式第１号 正本１部、副本１２部

(2) 事業計画書・・・・・・・・・・様式第２号 正本１部、副本１２部

(3) 収支予算書・・・・・・・・・・様式第３号 正本１部、副本１２部

(4) 管理運営に関する申立書・・・・様式第４号 正本１部、副本不要

(5) 申請者の概要、沿革 正本１部、副本１２部

(6) 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 正本１部、副本１２部

(7) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 正本１部、副本不要

(8) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他

の団体の財務状況を明らかにする書類 正本１部、副本１２部

(9) 納税証明書又は完納証明書(９参加資格(5)に該当するもの。国税、県税、市税等。)

正本１部、副本不要

※なお、市税完納証明書を市税制課にて発行申請される場合は、申請前２週間以

内に納税したものは、窓口に領収書又は引落記帳済み通帳を持参し、発行を受け

てください。

(10)その他

① グループで申請する場合は、グループの構成員表及び協定書（構成員の代表団

体、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類）

正本１部、副本不要

② その他市長が必要と認める書類 正本１部、副本不要

※すべて書類をＡ４版で統一すること。副本は複写可とします。

12 申請書類の提出

(1) 提出先 津山市教育委員会生涯学習部文化課（津山市役所東庁舎３階）

〒708-8501 津山市山北５２０

電話 0868-32-2121（直通番号） ＦＡＸ 0868-32-2147

電子メールアドレス bunka@city.tsuyama.lg.jp

(2) 提出期間 平成３０年８月１日（水）～９月１４日（金）までの日（市役所閉

庁日を除く。）の午前８時３０分から午後５時までとします。

※ 郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。

※ ＦＡＸ又は電子メールでの提出は認めません。

(3) 提出書類の扱い

① 提出書類はお返ししません。

② 提出された書類は、必要に応じて複写します。

（使用は市役所内及び審査委員会での検討に限ります。）

③ 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。

13 選定方法

mailto:bunka@city.tsuyama.okayama.jp
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(1) 指定管理者審査委員会において、各委員が次の審査要領に沿って、それぞれ審査

した評価点の合計が最も高い申請者を審査委員会の選定意見とし、最終的に市にお

いて選定します。

ただし、一定水準以上の評価点（６０％以上）を獲得できる申請者がない場合は、

指定管理者の指定を行わないこととします。
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(2) 審査基準と配点

審査内容 配点

提案価格 ２０

経済的（経営・収支）に安定しているか ５

同種の施設管理業務の実績はあるか ５

当該施設の設置目的、趣旨、管理運営の内容を理解しているか ５

施設や設備の維持管理計画は適切であるか ５

日常の警備及び事故防止、防災に関する対策は適切か ５

緊急時の連絡体制、役割分担等の取り決めは適切か ５

個人情報の保護に関する制度を理解し、体制を整備しているか

情報公開に関する制度を理解しているか

事業計画の内容が具体的・現実的であり、かつ、創意工夫が見られるか ２０

施設の利用を促進させる方策（宣伝、広報等）がとられているか ５

利用者等の要望、意見等を迅速に反映させる方策がとられているか ５

サービス全般について定期的に評価し、改善に結びつける方策があるか ５

収支計画は事業計画との整合性が図られており、かつ、実現可能性はあ
るか

５

効率的な運営が工夫されているか ５

適切な人員や有資格者を配置しているか ５

職員の育成や研修体制が講じられているか ５

平等な利用の確保のための方策は十分か ５

トラブル、苦情処理に適切に対応できるか ５

地域や関係団体との連携（交流、協力等）に対し、積極的で具体的な方策
があるか

５

文化芸術に関する情報の収集・提供や創造・発信への対応・方策が適切
か

１０

本施設を利用して文化芸術活動を行う者に対する支援・協力への対応・方
策が適切か

１０

その他（ＮＰＯ法人や地域団体として、適切な管理運営が期待できるか
ＮＰＯ法人や地域団体の場合のみ加点）

５

１５０合　計

そ の 他 施 設 固 有 の
性質等によ る審査項目
に 関 す る 事 項

５

管理運営
方針に関
する事項

審査項目

運 営 体 制 に
関 す る こ とサービス

提供体制
に関する
事 項

津山市指定管理者選定評価表（津山文化センター）

事業推進及び
サービス 充実
に 関 す る こ と

利用者への対応
に 関 す る こ と

運営経費に関する事項

申請団体に関する事項

基本的な管理運
営に関すること

安全対策等に
関 す る こ と

個人情報等に
関 す る こ と

収支計画等に
関 す る こ と

事業実施
に関する
事 項
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14 申請に要する経費

申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とします。

15 無効又は失格

本要項中に記載しているもののほか、以下の事項に該当する場合は、無効又は失

格となることがあります。

(1) 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られないとき

(2) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの

(3) 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの

(4) 虚偽の内容が記載されているもの

(5) その他、審査委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるも

の

16 審査委員会

平成３０年９月２６日（水）に実施します。

申請者である法人その他の団体の代表者又は代理の者のプレゼンテーションを

お願いします。

時間、場所については後日連絡します。

※ プレゼンテーションには、法人等を代表して説明や意見を述べられる者、質

問に答えられる者が参加すること。人数は３名以内とします。

なお、申請書等提出書類以外のプレゼンテーションで使用する配付資料及び機

器等は、申請者が用意すること。

17 選定結果等の公表

応募状況については、申請した団体の名称については公表します。

選定結果については、各申請者に文書で通知するとともに、市のホームページ上

で得点状況を公表します。

18 指定管理者の決定

(1) 指定管理候補者として選定された後、市と指定管理候補者との間で協定を締結

します

(2) 指定管理候補者は平成３０年１２月議会の議決を経て指定管理者に指定されま

す。

19 留意事項

(1) 指定管理候補者を指定管理者として指定する前において、指定管理候補者が９

参加資格に掲げる要件を欠くことになったとき、又は財務状況の悪化等により
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事業の履行が確実でないと認められるとき、若しくは社会的信用を著しく損な

うなど指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、協定を締結しな

い、又は協定を解除し、指定管理者の指定を行わないことがあります。

(2) 指定管理者の指定後に、指定管理者が９参加資格に掲げる要件を欠くことにな

ったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められる

とき、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくな

いと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しく

は一部の停止を命じることができるものとします。

20 今後のスケジュール

指定管理者による管理の開始までのスケジュールは、次のとおり予定しています。

(1) 受付期間 平成３０年８月 １日（水）～９月１４日（金）

(2) 質問の受付 平成３０年８月 １日（水）～８月８日（水）

(3) 審査委員会 平成３０年９月２６日（水）

(4) プレゼンテーション 審査委員会に併せて実施

(5) 選定結果の通知 平成３０年１１月上旬

(6) 協定の締結 平成３０年１１月下旬

21 添付資料・様式

(1) 津山文化センター指定管理者仕様書

(2) 指定申請書・・・・・・・・・・・・・・様式第１号

(3) 事業計画書・・・・・・・・・・・・・・様式第２号

(4) 収支予算書・・・・・・・・・・・・・・様式第３号

(5) 管理運営に関する申立書・・・・・・・・様式第４号

(6) 質問書・・・・・・・・・・・・・・・・様式第５号

(7) 参考資料

① 津山文化センター条例、津山文化センター条例施行規則

② 津山市加入保険概要説明資料

〈問合せ先〉

津山市教育委員会生涯学習部文化課文化振興係

（担当：藤本・稲垣）

電 話 : ０８６８－３２－２１２１（直通番号）

ＦＡＸ : ０８６８－３２－２１４７

E-mail : bunka@city.tsuyama.lg.jp
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津山文化センター

指定管理者仕様書

平成３０年８月

津 山 市
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１ 趣旨

この仕様書は、津山文化センター条例及び同施行規則に定めるもののほか、指定

管理者を募集するに当たって管理運営に関する市の基本的な考え方を示すととも

に、指定管理者が行う業務の内容その他について定めることを目的とする。

２ 対象施設の概要（再掲）

(1) 施設の名称

津山文化センター（以下「センター」という。）

(2) 所在地

津山市山下６８番地

(3) 施設の設置目的、役割等

市民の文化の向上と福祉の向上を図るための文化会館

(4) 開館日

昭和４０年１２月 開館

(5) 敷地面積

11,367.68 ㎡

(6) 建築面積

2,926.99 ㎡（予定）

(7) 延床面積

4,816.02 ㎡（予定）

(8) 施設概要

構造 鉄筋コンクリート造、一部鉄筋コンクリート及び鉄骨造

階層規模 地下１階地上３階 別棟１階

大ホール・主要室（予定）

大ホール（1,009 席 固定席）、大会議室、中会議室、第１号会議

室、第２号会議室、第３号会議室、第４号会議室、第５号会議室、

第１和室、第２和室、多目的ホール、市民サロン、トイレ、事務

室、エレベーター、テラス、アートライブラリー、レッスン室、

ホワイエ

駐車場 92 台（予定）

３ センターの管理運営に関する基本的な考え方（再掲）

指定管理者は、センターが市民の芸術活動など創造的活動とその発表、及び優秀な

芸術作品の鑑賞の機会を提供することを通じて、市民の芸術文化活動の振興に資する

こと、及び、当該施設の使用を通じて市民の社会参加を促し、市民の福祉の増進が図

られることを主な目的として設置された施設であることを理解し、以下の各号に掲げ

る点に留意して管理運営を行なうこと。

(1) センターが常に市民をはじめとした使用者が使用しやすい施設であるよう、施設

や設備の状況、使用者への対応などに常に注意を払い、サービスの向上に努める

こと。
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(2) 事故や犯罪の防止、情報の保護など、あらゆる面で使用者の安全性が確保できる

よう努めること。

(3) 指定管理者は、頭書の目的達成のため、市民の創造的活動やその発表を援助する

事業、優秀な芸術作品の鑑賞の機会を提供するための事業などを企画・立案し、

実施すること。

(4) 効果的かつ効率的な管理運営に努め、頭書の目的が達成されるよう取り計らうと

ともに、経費の削減にも努めること。

４ 開館日時

(1) 開館時間 午前９時から午後１０時まで

(2) 休 館 日

① 毎週木曜日

（ただし、その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号に規定

する休日にあたるときは、その日後において最も近い休日でない日とする。）

② １２月２８日から翌年の１月４日まで

(3) 指定管理者は事業等で必要とする場合、事前に市の承諾を得て、休開館日、開館

時間を変更することができます。

５ 指定期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までとする。（５年間）

６ 指定管理者が行う管理業務の基準

(1) 管理運営業務に当たっては、次の法令等を遵守して行うこととします。

① 津山文化センター条例、同施行規則

② 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法

③ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令

④ ビル管理法、同施行規則、水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行

規則、電気事業法その他施設、設備の維持管理又は保守点検に関する法令

⑤ その他

ア 指定管理者は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、津山

市個人情報保護条例の規定に従い、協定において定める安全確保の措置を講じ

なければなりません。

イ 指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使しよう

とするときは、津山市行政手続条例の規定を遵守すること。

ウ 指定管理業務を行うに当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管理し、

5年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とします。

エ 指定管理者が施設内に自動販売機を設置する場合は、津山市有施設に設置す

る清涼飲料水等自動販売機による販売に関する要綱の規定を遵守すること。

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定めます。
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(2) 施設の設備及び物品の維持管理を適切に行うこと。

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定めます。

７ 管理のための体制の整備

(1) 従業員の雇用に関すること

① 総括責任者を配置すること。また、管理に係る全従業員（臨時職員を含む）の

勤務形態等については、労働基準法・労働安全衛生法・その他労働関係法令を

遵守し、管理に支障のないように配置のこと。

② 防火管理者、危険物取扱者の資格を有するものを配置すること。

③ 従業員に対して、施設の管理に必要な研修を実施すること。

④ 経理業務・受付業務・帳簿作成業務・その他体制の整備に必要な業務を実施す

ること。

(2) 業務遂行の準備

指定管理者に指定された後は、自己の責任及び負担において、平成３１年４月１

日から円滑にセンターの管理に係る業務を遂行できるように、別表１に定める配

置職員の条件を参考とした人的体制及び物的体制を整えること。なお、業務の引

継ぎが必要な場合は、随時行うこと。

※ 人的体制については、別表１に定める配置職員の条例を参考とすること。

８ 指定管理者が行う業務内容等

(1) 施設及び設備の利用許可に関すること

① 施設、設備の利用申請書の受付及び利用許可に関する業務

(2) 利用料金の徴収、減免、還付に関する業務

① 利用料金の徴収等に関する業務

ア 施設等の利用者に対して利用料金の徴収を行うこと。

イ 金額の過誤その他の理由で利用料金の還付が必要になった場合は、還付事務

を行うこと。

② 減免対象者に対する減免に関する業務

ア 津山文化センター条例第１１条同条例施行規則第７条に該当するものに対し

ては、利用料金の減免措置を行うこと。

(3) 施設の維持管理に関する業務

ア 本館・附属棟施設、付帯施設の維持管理に関する業務（調査点検、保守、修繕、

更新等一切の保守管理業務を含む）

イ 設備の維持管理に関する業務（通常管理、法的保安点検管理、保守点検、修繕、

更新等一切の保守管理業務を含む）

ウ 設備機器の運転操作及び監視業務

エ 使用器具等の保守点検・保管の業務

オ 清掃業務（本館・附属棟施設内部及び付帯施設、敷地内の清掃業務）

カ 保安対策業務（見廻り調査・指導・夜間警備業務委託）
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キ センター管理、使用申請・許可に関する文書等の保管業務

ク 備品・消耗品等の運用管理業務

ケ その他の業務

※ 施設の維持管理の細目については、別表２を参考とすること。

(4) センターの利便性を向上させるために必要な業務

① 舞台等設備機具使用の補助、指導に関する業務

② 自動販売機等の設置･運用に関する業務

(5) センターの設置目的を発揮するための事業に関する業務

① 自主文化事業の実施に関する業務

② 文化芸術に関する情報の収集・提供及び創造・発信に関する業務

③ 舞台技術の提供など、センターを使用して文化芸術活動を行なう団体に対する

技術的、学術的な支援・協力業務

(6) 保険への加入

指定管理者は、募集要項及び仕様書に定める自らのリスクに対して、適切な範囲

で保険等に加入すること。なお、津山市は「建物総合損害共済」（全国市有物件

災害共済会）及び「市民総合賠償保障保険」（全国市長会）に加入している。

(7)特記事項

センターは、地域防災計画により城北地区の避難所に指定されているので、大規

模災害発生時には、施設の開放等避難所として使用できるよう津山市の指示に従

うこと。

(8)事業計画書等の作成と提出

指定管理者は、毎年度末までに翌年度の管理運営に関する事業計画書を作成し、

津山市に提出すること。なお、作成・策定にあたっては、津山市と調整を図ること。

(9) 事業報告書の作成と提出

① 年次報告書

指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に事業報告書を提出すること。なお、

事業報告書の内容は次のとおりとする。

ア センターの施設管理業務、事業運営の状況（組織体制、施設設備維持管

理状況、事業運営状況、課題分析と自己評価等）

イ センターの利用状況と利用料収入の状況

ウ センターの管理運営に関する収支の状況

② 月次報告書

指定管理者は、各月の使用状況、施設設備における問題の発生、使用者からの

苦情等の特記事項、各種事業の実施状況、その他必要事項について、翌月１０

日までに報告すること。
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(10) 事業評価業務

指定管理者は、管理業務及び文化事業実施にあたりアンケート等によりセルフ

モニタリングを行ない、使用者等の意見や要望を把握し管理運営に反映させる

ように努めること。また、これに基づき施設の管理運営、事業実施に関して自

己評価を行い、その結果を上記の年次報告書にまとめること。なお、評価基準

に関しては、津山市との協議のうえ作成すること。

(11) その他施設管理に必要な業務

① 指定された時間に諸室及び出入り口等の開錠、施錠を行うこと。

② 指定された時間に機械警備の開錠、施錠を行うこと。

９ 自主事業等に関する業務

センターが、市民の芸術活動など創造的活動とその発表、並びに優秀な芸術作品の

鑑賞の機会を提供することを通じて、市民の芸術文化活動の振興に資すること、及

び、当該施設の使用を通じて市民の社会参加を促し、市民の福祉の増進が図られる

ことを主な目的とすることに鑑み、指定管理者は以下の水準を満たすこと。

(1) 自主文化事業の実施に関する業務

① 指定管理者は、積極的に自主文化事業を企画し、実施するものとする。

なお、自主事業の実施により収益が発生した場合は、その収益は指定管理者

の収入とする。

② 自主文化事業の内容

原則として、施設の設置目的に沿ったものであること。

③ 自主文化事業実施における注意点

自主文化事業の実施については、施設としての利用とのバランスに考慮する

とともに、津山市と事前に協議し、承認を得てから実施すること。

また、飲食物及び物品の販売は、施設の設置目的等に考慮することとし、市

と事前に協議し、承認を得てから実施すること。

なお、飲食物及び物品の販売を実施する場合は、目的外使用としての使用料

を津山市に納めなければならない。

(2) 文化芸術に関する情報の収集・提供及び創造・発信に関する業務

指定管理者は、地域や国内外における文化芸術に関する情報を広く収集し、

適切な方法でこれを使用者に提供すること。また同時に、センターをはじめ地

域において創造あるいは実施される文化芸術作品や活動に関する情報を適切

な方法で広く発信するよう努めること。なお、当該業務の実施にあたっては、

特定の分野や形態に著しく偏ることのないよう、注意すること。

(3) 舞台技術の提供など、センターを使用して文化芸術活動を行なう者に対する技術

的、学術的な支援・協力業務指定管理者は、センターを使用して文化芸術活動を

行なう者からの要望があったときは、舞台技術の提供、機器の操作指導、舞台製

作指導、展示方法の指導、チケット販売、パンフレット等の作成の支援など、技
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術的あるいは学術的な支援や協力を行なうこと。

なお、それらの支援や協力の要望に即応できるよう、職員の配置や外部協力者の

確保など、体制を整備すること。

10 業務の再委託について

包括的な業務の再委託は認められません。ただし、一部の業務については、市と

の協議の上、専門の事業者に委託することができる。

11 管理に要する経費

センターの管理経費については、指定管理者が当該施設の管理に必要な一切の経

費を負担することとする。ただし、１件１０万円以上（消費税込）の修繕等につい

ては、市が負担することとする。

12 利用料金

(1) 施設等の利用料金は、指定管理者の収入とする。

(2) 利用料金額は津山文化センター条例で定める額を上限として、市長の承認を受け

て、指定管理者が定めることとする。

13 指定管理料

(1) 市は、指定管理料を４月、６月、９月、１月の４回に分割して、協定書に定める

期日までに、指定管理者の請求に基づいて支払う。

14 モニタリング

津山市は、施設の管理運営業務に関するモニタリングを次のとおり実施する。

(1) モニタリングの方法

ア 定期モニタリング

津山市は、指定管理者から提出された月次報告書及び年次報告書、その他

報告等により、指定管理者が適正かつ確実なサービスの提供を行なっている

か、履行内容及び報告書等の具体的な内容が要求水準を満たしているかにつ

いて確認する。

イ 随時モニタリング

津山市は、必要があると認めるときは、指定管理者に対して随時モニタリ

ングを実施する。随時モニタリングは、指定管理者に事前に通知したうえで、

施設の維持管理、事業実施、経理の状況等に関して指定管理者に説明を求め、

または施設内において維持管理の状況あるいは事業実施の状況を確認する

ことができる。

指定管理者は、合理的な理由なく、これを拒否することはできない。
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(2) 業務不履行時の処理

ア モニタリングを実施した結果、管理業務が業務要求水準を満たしていないと

認められる場合、または使用者が施設を使用するうえで明らかに利便性を欠

く場合、津山市は指定管理者に対して改善の指示を行なうことができる。

イ 津山市は、指定管理者が津山市の指示に従わないときはその指定を取り消し、

または期間を定めて管理業務の停止を命ずることができる。

15 備品等の帰属について

(1) 現に使用中の市所有の備品については、無償で貸与する。

(2) 指定管理者は、市の所有に属する備品等については、津山市物品会計規則（昭和

40 年規則第 18 号）及び関係法規の管理の原則及び分類に基づいて管理するもの

とする。

(3) 指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した備品等については、市の

所有に属するものとする。指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入し

た備品等については、津山市物品会計規則（昭和 40年規則第 18号）及び関係法

規の管理の原則及び分類に準じて独自に備品台帳等を備えて、その購入にかかる

備品等を整理するとともに、購入及び廃棄等の異動について定期的に市に報告す

るものとする。

16 市と指定管理者との責任分担

市と指定管理者との責任分担は、原則として、次の表に定めるとおりとする。

事 案 責任の分担

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵に係る

もの

指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市と指

定管理者が協議して定める。

利用者（これに

準ずるものを含

む。以下この表

において同じ。）

への損害賠償

施設等の管理上の瑕疵に係る

もの

指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市と指

定管理者が協議して定める。

施設等の修繕 施設等の大規模な修繕（資産価

値の向上又は耐用年数の延長

につながるものをいう。）

市

上記以外のもの 指定管理者

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 市

利用者に係る損害賠償保険（指定管理者が独自に

行う事業については保険の対象外）への加入

市（なお、左記に該当しない損害

賠償保険については、市は加入し

ない。）



18

17 協定の締結

津山市と指定管理者は、センターを適正に管理するために必要な基本事項について、

協議の上協定を締結することとする。

18 協議

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処

理について疑義が生じた場合は、市と協議し決定することとする。

19 耐震補強及び大規模改修工事に伴う休館中の業務と指定管理料について

耐震補強及び大規模改修工事による休館中は、実施可能なサービスについては継続

するものとし、市と協議をして決定することとする。

平成３１年度は、改修工事を実施しているため、施設の利用料金収入はないため、

利用料金収入の算定に当たっては注意すること。

20 業務を行うに当たっての注意事項

(1) 公の施設であることを常に念頭に置き、公平な運営を行うこととし、特定の
団体等に有利あるいは不利になる運営を行わないこと。

(2) 個人情報の保護について、職員に周知徹底させること。
(3) 緊急時対策、防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員を指導す
るとともに、事故・災害等が発生した場合には、速やかに応急措置を講じるこ

と。

④ 指定管理者は、津山市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第８条

の規定により、原状回復の義務を負う。

(4) 指定管理者は、個人の権利利益を侵害することのないよう適正に取り扱うも
のとする。

(5) 指定管理者は、津山市情報公開条例の規定に準じて、施設の管理を行うにあ
たっての文書は開示に努めるものとする。

⑦ 指定管理者が施設内に自動販売機を設置する場合は、津山市長の許可を得て設

置することができる。この場合、行政財産使用料の納付とともに自動販売機の

売上げの１２％（自動販売機売上げ納付金）を、市が指定する期日までに市が

指定する口座に納付すること。

⑧ 指定管理者以外の者が自動販売機を設置する場合は、指定管理者が承諾した者

（以下「設置者」という。）のみが設置できるものとします。手続き及び自動販

売機売上げ納付金は前項のとおりとします。指定管理者が自動販売機売上納付

金を設置者に求める場合は、直接交渉すること。また、電気料金の支払いは、

指定管理者と設置者で協議すること。
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別表１ 配置職員の条件

(1) 配置人員等

指定管理者は、センターの管理運営が円滑に行なわれるよう適切な人員を配置

し、業務を行なわなければならない。

① 下記を参考に、管理運営業務を実施するに必要な業務執行体制を確保するとと

もに、労働基準法を遵守し、管理運営を効率的に行なうための業務形態にあっ

た適正な人数の職員を配置すること。

ア 受付業務を含む施設の運営管理全般を行なうものを常時１名以上配置す

ること。

イ 舞台設備を含む施設・設備の管理を行なうものを１名以上配置すること。

ウ 施設において催し物等開催される場合は、運営管理及び舞台等施設設備

の運営管理のために使用者の要望に応えるに必要な人員を適宜配置する

こと。

② 円滑な運営を図れるよう、津山市との連携をはかること。

③ 指定管理者は、センターの維持管理にあたり、設備技術者等が政令等により有

資格者であることが求められている場合には、それぞれ有資格者を配置する、

または必要な措置を講じ管理に支障がないよう取り計らうこと。

(2) 研修等

施設設備の管理にあたり、あるいは文化事業実施にあたり、より効果的な管理

運営が図られるよう、指定管理者において、職員の資質の向上のため研修を実

施し研鑽に努めること。

別表２ 保守管理・点検等の業務について

センターの施設、設備の維持管理に関する業務について、指定管理者は以下の水準を

満たさなければならない。

(1)本館・附属棟施設、付帯施設の維持管理に関する業務

（調査点検、保守、修繕、更新等一切の保守管理業務を含む）

指定管理者は、センターを適切に運営するために、日常的に調査点検を行ない、

施設の機能及び美観を維持しなければならない。

また、指定管理者は、使用者が施設を安全にかつ安心して使用できるよう施設

の保全に努めるとともに、建物、建物付属設備及び構築物の不具合（軽微なも

のをのぞく）を発見したときは速やかに津山市に連絡しその指示を仰がなけれ

ばならない。

（2）設備の維持管理に関する業務

（通常管理、法定保安点検管理、保守点検、修繕、更新等一切の保守管理業務を含

む）

ア 設備機器の法定点検及び初期性能、機能保全のため、外観点検、機能点検、

機器動作特性試験、調整・整備業務等を行なうこと。

イ 故障等の発生や短期間のうちに故障等が繰り返し発生することが予見さ
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れる場合には、速やかに津山市に連絡し、適切な修繕を行なうこと。

ウ 設備機器の保守点検業務に要する経費は、指定管理者の負担とする。

(3) 設備機器の運転操作及び監視業務

指定管理者は、設備機器の適正な運転あるいは運用が図られるよう、これらの

監視業務を行なうとともに、関連する電気・油類・用水等の需給状況を把握し、

適切な運転・運用の記録を行なうこと。なお、設備機器の運転・運用にあたっ

ては、環境に配慮した適正な運転に留意するとともに、使用エネルギーの削減

に努めること。

(4)使用器具等の保守点検・保管の業務

指定管理者は、使用者が必要とする器具等が常に適切に使用できる状態であるよ

う、保守点検するとともに、適切な方法で管理・保管すること。

(5) 清掃業務（本館・附属棟施設内部及び付帯施設、敷地内の清掃業務）

良好な衛生環境と美観の維持に留意し、公共施設として適切な快適な空間を保つ

ために必要な清掃業務を実施すること。

ア 日常清掃 清掃の実施頻度、範囲、方法等の内容については、指定管理者が

施設の使用実態に即し、現行の作業基準を参考にした上で適切に設定するこ

と。

なお、衛生消耗品類は常に補充された状態を維持するよう努めること。

イ 定期清掃 日常清掃では実施しにくい範囲及び内容の清掃作業については、

指定管理者が施設の使用実態に即した内容で定期清掃を実施すること。

(6) 植生管理

指定管理者は、周辺環境の維持管理のため、敷地内の樹木、花壇等の剪定、草

刈、消毒、ごみ処理のほか、必要な作業を行い、景観の維持に努めること。

(7) 保安対策業務（調査・指導・夜間警備業務委託）

ア センターの防犯、防火、防災に万全を期し、利用者が安全にかつ安心して施

設等を利用できる環境を確保できる保安警備業務を行なうこと。

イ 機械警備システムを併用するなどして、２４時間態勢の警備を実施すること。

ウ 巡回調査を行ない、施設等の異常の有無の確認、火災予防点検、防災点検な

どを行なうこと。

エ 防火管理者を設置すること。

（8）維持管理計画の作成

指定管理者は、年度当初に施設・設備維持管理計画（点検整備、法令に基づく

測定・検査、調査、保管等）を作成し、津山市に提出すること。

なお、指定管理者は、計画に従って実施した点検・評価結果、整備結果、整備

状況、修繕等の記録を行ない、以降の施設維持管理計画に反映させること。

業 務 内 容

警備 休日及び夜間警備 毎日
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清掃 日常清掃及び定期清掃 毎日

植生管理 樹木剪定、消毒、草刈、ごみ処理 年４回

消防用施設保守点検 法定点検 年２回

防火対象物点検 法定点検 年１回

電気設備保守点検 法定点検 年１回

空調設備保守点検 チリングユニット 年１回、空気調和機 年２回

エレベーター保守点

検

法定点検 年１回

保守点検 毎月

音響設備保守点検 舞台音響設備保守点検 年１回

舞台機構保守点検 舞台機構（吊物装置）保守点検 年３回

舞台照明保守点検 舞台照明機器保守点検 年２回

ピアノ調律 スタインウェイ、ヤマハ(２台) 年１回


